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シラバス  

研修科目名  
大学マネジメント リサーチ・アドミニストレーショ

ンにおいて認識すべき大学の研究活動の特徴  

形式  講義 1 回   

目的  

及び概要  

リサーチ・アドミニストレーションを行う上での基礎

として、大学における科学技術研究の特徴、大学の機

能ならびにその管理の根底に存在する「学問の自由」

「大学の自治」という考え方を理解し、適切な研究支

援を行う上での考え方の基礎を学ぶ。また大学運営を

取り巻く最近の状況と研究支援との関連性を理解す

る。   

キーワード  

科学と技術  

学問の自由  

大学の自治  

国立大学法人化  

計画  

1.  大学の活動の特徴  

2．大学を取り巻く社会情勢－国立大学法人化後の国立

大学の状況を例に  

達成目標  
大学の特質を理解して、プロジェクト運営を行うため

の基礎的素養を獲得する。  

教材・資料  

村上陽一郎『人間にとって科学とは何か』新潮社、2010

年  

松野弘『大学教授の資格』NTT 出版、 2010 年  

講 師 プ ロ フ ァ イ ル ※  大学マネジメントを担当する教員  

対象レベル※※  初級  

想 定 さ れ る 予 備 知 識  大学学士課程修了程度  

※   想定する講師のイメージ、要件  

※※  初級：経験年数 1～ 5 年＊、中級： 5～ 10 年、上級： 10～

15 年以上（スキル標準による定義）＊経験年数は、エフォ

ート率 30～ 50％を想定  
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1 大学マネジメント  

1.1 はじめに  

University Research Administrator（URA）の業務を行うにあた

り、大学における研究活動の特徴、それに関連する大学の管理形態

を知ることは重要である。本稿では大学の管理全般を扱うことはせ

ず、URA 業務に関わると思われる、大学活動の特色についてまとめ

ることした。  

大学の教育研究活動には「学問の自由」「大学の自治」という考え

方が、その行動原理に色濃く反映されている。科学研究は歴史的に

は自然の摂理の探究ということが、第一義的な目的でなされてきた

わけであるが、科学技術が社会に与える影響が現在では極めて大き

くなったことから、現在では単に好奇心に基づく自発的な研究のみ

ならず、社会から求められる具体的な課題を解決するための目的志

向型の研究を行い、社会発展につなげようとする考え方も一般的で

ある。まず、このような科学の複数の側面について考察する。つぎ

にこのような考え方に立脚する「学問の自由」「大学の自治」という

観点に基づく大学の研究活動の行動原理には、民間企業における研

究開発の行動原理とは異なる部分も存在することを議論する。最後

に URA による研究支援がなぜ現在重要となってきているのかにつ

いて、大学における競争的資金による研究プロジェクトの重要性の

増大の背景とその研究環境への影響に言及する。  

1.2 科学と技術  

URA が扱う研究プロジェクトの多くは、基礎研究であれ、応用研

究であれ「科学技術」に関するものであることには異論がないであ

ろう。我が国では「科学技術」は一体的に取り扱われることが多い

が、歴史的には「科学」と「技術」は異なる分野として発展してお

り、本来は「科学・技術」と分けて書くべきものと考えることもで

きる。科学は真理の探究が目的であり、技術は科学的な知見を用い

て社会に新たな価値を作り出すことを目的とするものであり、その

学理を与えるものが工学である。村上は、「科学研究活動は、知識の

生産、蓄積、流通、利用、評価、褒賞までを含んで、それらがほぼ

完全に科学者共同体の内部で『自己完結』したままで、一世紀近く

発展してきた。」と指摘している 1）。一方技術に関しては、生産され

た知識の利用者が、科学者以外であることを指摘し、科学との違い

を論じている。初期段階において科学者にとっては科学的発見をし
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たことを認知してもらうことが第一の名誉であり、それを実学に応

用するということは科学の発展の初期には考えられておらず、また、

歴史的には技術はもともと学問とはみなされておらず、古代ギリシ

アでは技術（医学も）は自由な市民が担当するものではないと位置

づけられていたことを村上は指摘している 1）。技術は古くは主に職

人の間で伝承されるものであり、欧米の大学には当初工学部という

ものが存在せず、18 世紀においても専門の教育システム（高等専門

学校）により大学教育とは一線を画した形で教育が行われていた。

世界で初めて工学を大学の一分野としたのは、日本において明治 10

年 1 月に設立された工部大学校である。（図 1-1）  

 

  

図 1-1 東京大学の沿革 2)  

 

精機学会（現：精密工学会）の学会誌である『精密機械』の 1933

年の第一号の創刊の辞で大河内は「人の頭で造り上げる機械工業の

生命がある、熟練に代わるというよりは、寧ろ熟練以上の成績を挙

げ得る機械装置を考案しなければならぬ。……精密な仕上げを目的

として生まれて来た精密機械工業は、其の二次的の効果として、機

械工業における生産費の低下を将来した。産業界に及ぼす影響は、

此二次的効果の方が、寧ろ遥かに重大である。」と述べている 3)。日

本においては当初より科学研究と技術が密接に関わりながら発展し

てきたこと、それと呼応して、大学における教育研究が発展してき

たことがうかがわれる。  

現代では、科学技術が社会に与える影響が極めて大きくなってき
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ており、これについて深く考える必要が出てきていることは明らか

で あ る 。 UNESCO: “Declaration on Science and The Use of 

Scientific Knowledge” (World Conference on Science , Budapest,  

Hungary, 26 June–1 July, 1999), 20004)では科学のありかたを次の

4 つで表現している。  

 

①  知識のための科学、進歩のための知識  

(Science for knowledge; knowledge for progress)  

②  平和実現のための科学  

(Science for peace)  

③  発展のための科学  

(Science for development)  

④  社会における科学、そして社会のための科学  

(Science in society and science for society)  

 

第 1 項が歴史的に見た科学の在り方を表現している。一方第 3 項

以降は、科学が様々な人類の課題に対して有益な課題を与えると同

時に、新たな課題を生み出しているということを認識して、記述さ

れたものと考えられる。  

科学技術研究活動を支える URA としても、このような科学・技

術の在り方の変遷を意識した活動が求められるであろう。  

1.3 大学の研究教育活動の特徴  

1.3.1 学問の自由と大学の自治  

 前述の科学技術の発展過程、ならびに現代における科学技術研究

と社会の在り方の理解に加えて、このような歴史的背景に起因する

大学における研究教育活動の特徴を URA が理解することが重要で

ある。大学は、ヨーロッパ中世において教職者の教育、宗教上の協

議の研究、法律家の育成、医学者の育成を目的として設立されたこ

とを起源としているが、近代において重要な活動として、ドイツに

おけるベルリン自由大学の活動がある。村上はその著書の中で、「近

代大学の嚆矢として知られる 19 世紀初頭の創設のベルリン大学（フ

ンボルト大学）は、教える自由と学ぶ自由とが最大限に保証され、

一般社会から隔絶された治外法権的な空間でした。生まれつつあっ

た科学が、大学にその活動の場を求めたことは当然で、19 世紀後半

に各地でほぼ定着します。外部からの介入を排除しようとする理念

的な背景を大学という場と共有しながら、科学は構築されていきま

した。共同体内部での自己完結性、知識そのものを科学研究の目的

とするような動機づけが、制度の成立のはじまりから今日にいたる
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まで、科学についてまわることになったのです。」と述べている 5)。

そこには自由に議論し自由な発想で研究を行うという考え方が存在

する。これは科学の第一の立場である、知識のための科学、進歩の

ための科学を、研究者の好奇心を発露として自由に議論し推進しよ

うという考え方がその根底にある。我が国においても大学あるいは

研究機関に在籍する研究者の考え方の根底には、大なり小なりこの

「自由な発想」にもとづく、「自らの好奇心による」研究という考え

方が存在するという事実を URA は認識しなければならない。  

日本国憲法第第 23 条［学問の自由］には  

「学問の自由は、これを保障する。」  

とされている。すなわち「個人が自由に学問を行い、学説を主張す

ることは、国家によって邪魔されてはならない。また学問研究の中

心である大学の自治は、保障される。」という考え方の基礎を与えて

いる。これは「大学の自治」という考え方にもつながる。これは大

学という組織がトップダウン的な管理になじまない、基本的にはボ

トムアップの組織であるということにつながる。平成 16 年（ 2004

年）に施行された国立大学法人化は、  

①  民間的なトップマネジメントを導入するとともに、責任ある経

営体制を確立する。  

②  目標を設定し、各大学の理念や改革の方向性を明確化する。  

③  職員の身分を非公務員とする等、諸規制を緩和し、大学の裁量

を大幅に拡大する。  

④  学外有識者が経営に参加するようにする。  

⑤  第三者評価を実施し、情報公開を徹底する。  

といった趣旨で行われた。そこに「民間的なトップマネジメントを

導入する」とあることは、従来の大学の管理形態に改革をもたらす

ことを意図したものであろう。しかし学問の多様性の存在など、民

間とは異なるアプローチでこれを進めなければならないことは、そ

の後の経過を見れば明らかである。トップマネジメントの導入と「学

問の自由」、「大学の自治」をバランスよく両立する管理の在り方が

大学に求められていると考えられる。  

 

1.3.2 大学の機能、大学教員の業務・資格  

 大学には（ 1）教育、（ 2）研究、（ 3）知識の蓄積と継承という 3

つの機能がある。研究プロジェクトの遂行の立場からは、（ 2）のみ

を考えがちであるが、大学にはこれらの 3 機能が不可分に求められ

ることから、研究プロジェクト管理においても研究活動以外の 2 つ

の機能についても配慮しなければならない。研究プロジェクトの遂

行にあたり研究実施者としての大学院生の存在は重要である。大学

院生の研究活動の一環として研究プロジェクトが行われることはま
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れではないが、この活動は同時に教育活動の一環であることを忘れ

てはならない。また知識の蓄積と継承に関しては、研究プロジェク

トという観点からは、特許など知財の確保という見方と同時に、学

術論文を発表し、研究成果を広く公共の知識とすることが求められ

る。これも大学の機能の一つである知識の蓄積や継承と深く関連し

ており、研究で得られた知識を体系的なものとして知識の蓄積に貢

献し、さらにこれを大学教育内容に反映させ、次世代人材の育成を

行い知識の継承に貢献するという機能である。  

大学教員の業務には（ 1）教育的業務、（ 2）研究的業務、（ 3）学

内行政的管理業務、（ 4）社会的活動業務の 4 つの業務が存在する。

（ 1）、（ 2）については自明のことと思われるが、（ 3）は「大学の自

治」と関連している。また、（ 4）は大学の一つの機能である社会に

対する知識の生産と啓発活動ということ、また関連する学問分野に

おける知識の蓄積と継承に関わる学会活動に貢献するということが

その例である。また場合によれば政府の政策決定や、民間企業での

経営判断へのアドバイスを学問的な立場から行うということも（ 4）

に含まれる。  

 大学教員自身の研究成果を反映させた高度で学術的な教育を行う

ことが松野の述べるように大学の教員責務である 6）。大学設置基準

においては教授の資格は次のように定められている。  

  

 （教授の資格）  

第十四条   教授となることのできる者は、次の各号のいずれ

かに該当し、かつ、大学における教育を担当するにふさわし

い教育上の能力を有すると認められる者とする。  

一   博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学

位を含む。）を有し、研究上の業績を有する者  

二   研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者  

三   学位規則  （昭和二十八年文部省令第九号）第五条の二  

に規定する専門職学位（外国において授与されたこれに相当

する学位を含む。）を有し、当該専門職学位の専攻分野に関

する実務上の業績を有する者  

四   大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴（外国

におけるこれらに相当する教員としての経歴を含む。）のあ

る者  

五   芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認

められる者  

六   専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると

認められる者  
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 ではここにある、「大学における教育を担当するにふさわしい教育

上の能力を有すると認められる者」と認めるのはいかなる組織であ

ろうか。これは大学の教員団自らが評価を行い認定することとなる。

したがって研究プロジェクトである人材をたとえば「特任教授」と

して採用する場合にも、学内の専門分野の教員数名から構成される

人事選考委員会が組織され、候補者の研究業績の審査、ヒアリング

の実施などを経て、候補者選定を行い、最終的にはその研究プロジ

ェクトが実施される研究分野のしかるべき組織における決定機関、

たとえば研究科教授会にて採用の可否が決定されることが、多くの

大学では通常行われる。このようなプロセスはおそらく「大学の自

治」「学問の自由」と大きく関連しているものと考えられる。その意

思決定が何段階で行われるかは、その職位の高さにより異なり、当

然教授の称号を与えるためには何段階ものチェックが求められる。

実際の運用形態は各大学で異なるものと思われるが、当然外部から

みて公正な選考プロセスであることが求められる。また教員の評価

に関しては単なる論文数、引用数ということだけではなく学問分野

固有のさまざまな評価指標が存在し、組織の管理形態も細部にまで

至れば、学問分野固有の形態があることも考慮しなければならない。 

 

1.3.3 大学における人事管理の特徴 教員系と事務系組織  

 研究者である、教授、准教授、講師、助教、特任研究員は前述の

ような教員間の審査を経て選任される。また昇任についても教員間

の審査が行われる。しかし大学における事務職員の採用には、特定

の教員が学内行政的管理業務の一環として関与することはありうる

が、組織としての関与、たとえば教授会の投票で事務職員の採用を

決定するといったことは著者の知る限りでは存在しない。一般的に

は大学事務職員の人事には教員は関与しない。逆に大学教員の人事

に事務職員は関与しない。これは同一組織内に異なる人事組織が共

存することを意味している。  

教員は学問分野という専門性を重視した人事が行われることから、

教員が専門としない全く異なる分野の学部・学科／研究科・専攻に

人事異動が行われることはほとんどない。一方事務職員は、学生管

理業務、施設管理業務など一般的な業務を担当するのであれば、異

なる部局間で人事異動が行われることはまれではない。一方国際関

係業務、産学連携業務など一定の専門性が求められる部門について

は、その部門内での人事異動ということも存在するが、現状におい

ては特任職員として期限付きでこの部門の職員が採用されるなど、

人事制度として過渡的な状態にあると考えられる。  

URA は、ある程度の専門性が要求され、教員・研究者側の機能と

事務側の機能のちょうど中間に位置する職種であることを考えると、
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従来の事務部門の人事体系、教員部門の人事体系とは異なる運用が

必要とされることも想定される。この点は今後の検討課題であると

考えられる。  

1.4 大学を取り巻く環境の変化  

URA を必要とする背景に、競争的資金獲得の重要性が大学にとっ

て増してきているという事実がある。ではなぜ競争的資金の獲得が

大学にとって重要となったのであろうか。東京大学が行った平成 22

年度文部科学省イノベーションシステム整備事業「リサーチ・アド

ミニストレーターの職務内容・スキル標準等に関する調査研究」の  

報告書によれば、各大学の研究者による研究マネジメントの効率化

を支援する様々な努力にもかかわらず、大学の研究者が研究活動に

充てることのできる時間の減尐と、研究活動に充てることのできる

「時間の劣化」が実務上の実感として幅広く指摘されており、大学

教員を対象にして行ったアンケート結果では過去 5 年間で研究時間

が減尐したと感じている教員は 8 割を超えている 7)。  

国立大学法人化後、経常的経費である運営費交付金は横ばいある

いは削減傾向である（図 1-2）。  

図 1-2 国立大学法人運営費交付金の推移 8)  

 

一方で全体の支出は伸びている（図 1-3）。その収入を補っている
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ものは病院収益や競争的研究資金、外部資金となっている（図 1-4）。 

国立大学法人に対する運営費交付金の減尐を補うために、競争的

研究資金等の獲得により大学はその活動を拡大させていることから、

研究費の獲得ならびにその適切な執行および次期研究プロジェクト

立案という作業を定常的に繰り返し行わなければならない体質とな

っている。私立大学においても 18 歳人口の減尐などその経営環境

は厳しさを増しており、類似の状況が観察される。  

これにより身分が長期にわたり保証されている教員ではなく、研

究プロジェクト期間のみその身分が保証されるプロジェクト費用に

より雇用される特任教員・特任研究員の数の大学教員全体数に対す

る割合が上昇してきている。研究プロジェクト管理上、有期雇用職

員の適切な雇用管理ならびにキャリアアップ支援は新たな課題とな

っている。図 1-5 に教職員人件費の推移を示しているが、非常勤職

員人件費が急激に増加していることが分かる。またこのような比較

的短期（ 3 年間から 5 年間）の競争的資金に依存する状況は、短期

的に成果の出る研究のみに力点が置かれ、長期的・基盤的研究を支

える環境の劣化につながっていることが図 1-6 に示す通り指摘され

ており、国立大学法人化により今後改革が求められる。  

このような現状を反映して、外部競争的研究資金の計画と獲得、

研究プロジェクトの遂行を支援する新たな職種である URA に対す

る期待が存在する。  
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図 1-3 国立大学法人化後の経常費用の推移 9) 

 

 

 

図 1-4 国立大学法人化後の経常収益の推移 10)  
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図 1-5 国立大学法人における教職員人件費の推移 11)  

  
図 1-6 基礎研究の多様性の状況 12)  
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1.5 まとめ  

 リサーチ・アドミニストレーション業務では、単に研究プロジェ

クトの枠内で大学における研究教育活動をとらえるのではなく、大

学における教育・研究の特徴を踏まえた対応が求められる。  

我が国においては「科学技術」を一体として取り扱う傾向がある

が、科学は「知識のための科学」であり、新たな自然の摂理を明ら

かにすることが第一の目的である。研究者の好奇心に伴い自発的に

行われる活動を基本とする。一方技術は現実の社会の課題を科学的

手法により解決する方法を研究するという性格を持つ。これらの違

いを理解した研究支援が必要となる。  

科学のこのような性格を反映し、大学研究者の思考の根底には「学

問の自由」「大学の自治」という考え方がある。研究プロジェクトに

は目的志向型のプロジェクト研究と、ボトムアップ型の自らの発想

で行うプロジェクト研究がある。大学が歴史的に担っていた分野は

前者である。研究プロジェクト立案・実施にあたりその性格の違い

を認識した対応が求められる。  

また大学の（ 1）教育、（ 2）研究、（ 3）知識の蓄積と継承という 3

つの機能を分離して考えることはできない。これらを総合的に支援

する研究支援が求められる。  

大学には教員組織と事務組織という異なる人事組織が併存する。

今後事務担当者の専門的知識の重要性が増すものと考えられ、いか

なる人事形態が大学の教育研究の活性化の上で重要であるかについ

て考察を深める必要がある。この点は URA の職域をどのように位

置づけるかにも密接に関連する課題である。  

国家から供給される定常的な運営資金の減尐や 18 歳人口の減尐

による大学経営環境の変化に伴い、競争的研究資金への大学の依存

度が増大してきている。このような状況の下大学の本来の機能の一

つである、中長期的な研究の比重が低くなる可能性とこれを改善す

る必要性も指摘されている。このように財政的な課題ならびに科学

研究の振興という両者の立場から、研究活動の支援の重要性が増し

ている。  

大学の管理にはこの「学問の自由」「大学の自治」という考え方が

根底に存在し、トップダウン型よりボトムアップ型の管理がこれま

でなされているものと思われる。研究教育効率の向上と教員が研究

教育活動に専念できる環境を作るためにも、「学問の自由」「大学の

自治」を尊重しつつ、社会からの要請にも迅速に対応できる、ボト

ムアップ型とトップダウン型のバランスが取れた運営形態をどのよ

うに実現するかが今後の課題である。   
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